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要    旨  
 
企業の生産性の高さが輸出や直接投資への参入を促す要因となることは、Melitz (2003), 
Helpman et al. (2004)らにより理論的に明らかにされてきた。 これらの理論分析の現実への妥
当性について、Bernard and Jensen (1995, 1999), Bernard et al. (2007)  らがアメリカ企業に関し
て、Head and Ries (2001, 2003), Kimura and Kiyota (2006), Tomiura (2007)らが日本企業に関し
て実証的に明らかにしてきた。 一方、 Mayer and Ottaviano (2007)  は欧州企業についてより包
括的な研究を行っている。本研究は、企業の生産性と輸出・直接投資の関係について欧米




結果、日本企業では、(i)  少数の上位輸出企業が輸出総額の大半を占めること、(ii)  売上高






弱まる傾向が見られること、(ⅶ)  輸出企業の割合が高まっていること、(ⅷ)  輸出比率の高
い企業が少ないこと、(ⅸ)  非国際化企業・輸出企業・FDI 企業の間での生産性格差が小さ
いこと、特に、国内市場、輸出、FDI への参入の境界となる生産性の水準に大きな差異は
見られないことから、生産性以外の要因が輸出と FDI の決定に影響を与えている可能性が







1  はじめに 
欧米における 1990 年代半ばからの企業を分析対象とする実証研究の進展によって、 国際
市場に進出している企業の特殊性が明らかになってきている。Bernard and Jensen  
(1995)  に始まるアメリカの企業レベルデータを用いた一連の実証研究は、輸出と企業特性
の相関関係を指摘している。また、10 年近くの研究をまとめた Bernard et al. (2007) は、
輸出を行う企業は生産性が高く、資本集約度・技能集約度が高く、雇用者数が多く、高賃
金を支払っていることを述べている。さらに、Bernard and Jensen (1999) らのアメリカ
の研究に続いて、 Aw, Chung, and Roberts (2000)  による台湾、 Clerides, Lack, and Tybout 
(1998)  によるコロンビア、メキシコ、モロッコの研究が、生産性が高い企業が輸出を行っ
ている事実を確認している。一方、欧州企業について、企業と貿易に関する研究ネットワ
ーク"European Firms and International Markets" (欧州企業と国際市場、略称 EFIM)  が
2006 年に始動している1。EFIM の研究成果をまとめた Mayer and Ottaviano (2007) は、
輸出や対外直接投資 (FDI) を行っている国際化企業2は一部の企業であり、 それらは国内市
場においてのみ事業活動を行っている企業（以下、 「非国際化企業」と称する）に比較して
高い生産性を示すことを、欧州各国のデータによって明らかにしている。彼らはこれらの
国際化された企業を、シェイクスピア『ヘンリー5 世』から引用した言葉を用いて、 “the 
happy few” ( 幸福なる少数者)  と呼んでいる。 
企業レベルデータを用いたこれらの新しい実証研究の成果は、 「代表的企業」を仮定する
従来の伝統的理論や新貿易理論に代わって、産業内における「企業の異質性」をモデル化




Melitz (2003)  のモデルによって示される貿易利益の存在は、代表的企業を仮定していた
Krugman (1980) の新貿易理論や伝統的貿易理論が扱ってこなかった新たな点である。生
産性の差異を反映した企業の異質性を組み込んだ Melitz (2003)  モデルにおいては 「貿易の
自由化あるいは輸送費の低下によって、生産性の高い外国企業が国内市場に参入する一方
で、生産性の低い国内企業は退出を迫られ、そのために産業の平均生産性が上昇する」こ
                                                  
1  Brussels European and Global Economic Laboratory (通称 Bruegel)と Centre of Economic 
Policy Research (略称 CEPR )の 2 つの研究機関に 8 つの EU 諸国の研究所が加わり、企業と貿
易に関する国際比較が行われている。 B Bruegel と CEPR のそれぞれをから G. Ottaviano と T. 
Mayer が EFIM に参画している。参加研究機関は次の通りである。CEPII (フランス、EFIM 拠
点リーダー：Lionel Fontagne)、Hungarian Academy of Sciences (ハンガリー、同：Laszlo 
Halpern)、Milan University of Studies (イタリア、同：Giorgio Barba Navaretti)、GEP at the 
University of Nottingham (イギリス、同：Holger Gorg)、Stockholm University (スウェーデ
ン、同：Karolina Ekholm)、IAW Tubingen (ドイツ、同：Claudia Buch)、The National Bank 
of Belgium (ベルギー、 同：Mauro Pisu)、 the University of Oslo (ノルウェー、 同：Karen Helene)。  










Melitz (2003)  モデルは、 様々な方向に拡張されてきている。 まず、 Helpman, Melitz, and 
Yeaple (2004)  は、輸出に加えて水平的な FDI を扱っている。また、Antràs and Helpman 
(2004)  は、Antràs (2003) による不完備契約理論の貿易理論への適用を Melitz (2003) モ
デルに取り入れることにより、FDI とアウトソーシングを含む企業の多様な国際化モード
をモデル化している。こうした、Melitz (2003)  以降の企業と国際貿易に関する理論の進展




第 1 に、 生産性の高い日本企業が輸出や FDI を行っている。 Head and Ries (2001; 2003)、
Tomiura (2007)、Kimura and Kiyota (2006)  は、生産性が高い企業ほど輸出あるいは FDI
を行っていることを明らかにした。第 2 に、日本企業に関して輸出と FDI が補完的な関係
にあることが示されている。Head and Ries (2001)  は、FDI 経験が輸出の開始に正の影響
を与えることを示した。逆に、Kiyota and Urata (2005) は、輸出経験が FDI に正の影響
を与えることを明らかにした。 Kiyota and Urata (2005)  によれば、 2000 年のデータでは、
日本の企業の中で 13.8%にすぎない多国籍企業が、日本の輸出額の 95.1%を占めている。
これにより、FDI 企業が輸出企業であり、輸出企業が FDI 企業である場合が多いことを指
摘している。第 3 に、輸出や FDI を行うことで、生産性をはじめとする企業のパフォーマ
ンスが向上することが示されてきている。Head and Ries (2002)  は、低所得国への FDI が
日本企業の技能集約度を高めていることを明らかにし、樋口・松浦 (2003) は、海外に製造
子会社を持つことで労働生産性や付加価値額が高まり、雇用減少率が低下していることを
明らかにしている。また、Kimura and Kiyota (2006)  は、輸出と FDI が企業の全要素生産
性 (TFP) を高めることを示した。さらに、Hijzen, Inui, and Todo (2007a) は、FDI を含
む海外生産委託が企業の生産性の成長を促していることを示し、Hijzen, Inui, and Todo 
(2007b)  は、FDI が企業の生産量や雇用者数の増加をもたらすことを明らかにした。乾・
戸堂・Hijzen (2008)  は、FDI が生産性の上昇に与える影響は、有意性は低いものの、正で
あることを指摘している。 
  このように日本の実証研究は蓄積されつつあるが、Mayer and Ottaviano (2007)  によっ




数の大企業 ( “the happy few”)  が貿易・直接投資を担うものであるか否かを検証すると
ともに、生産性だけではなく、雇用者数や賃金、資本集約度、技能集約度を含めて、日本
の国際化企業の特性を多角的に検証し、その全体像を明らかにすることを目的とする。ま
た、その結果を用いて、Mayer and Ottaviano (2007)  によって行われた欧州企業の実証分
析と比較することにより、欧州の国際化企業との相違点を探ることを試みる。 





バイアスとセレクション・バイアスの問題を解決するために開発された Olley and Pakes 
(1996)  の方法で全要素生産性(TFP)の推定を行っていることを特徴としている。既存研究
では、Head and Ries (2003) や Tomiura (2007) が、近似的全要素生産性 (approximate 
TFP、略称 ATFP)  を用いている。近似的全要素生産性は、例えば資本係数を 1/3 とするコ
ブ=ダグラス型生産関数を仮定し、全要素生産性を求めるものである。また、Kimura and 
Kiyota (2006)  や 松 浦・元 橋・藤 澤  (2007) などは、 Caves, Christensen, and Diewert (1982) 
の方法で、全要素生産性を求めている。Olley and Pakes (1996) の方法で全要素生産性を
推定している研究は、Hijzen, Inui, and Todo (2007a)  など一部に見られるにすぎない3。 






特に、売上げの決定要因を 1 社当たり平均売上げ（Intensive margins）と進出企業数





2  日本の国際化企業： 「幸福なる少数者」 
2.1  上位企業への輸出の集中とその変化 
a.  上位輸出企業への輸出集中 
  日本経済における輸出総額や雇用者数の大部分は、輸出企業のうち上位の一握りの企業
                                                  




によって占められている。表 1 は、日本と欧州各国 ( ドイツ、フランス、イギリス、イタリ
ア、ハンガリー、ベルギー、ノルウェー)  について、上位輸出企業が製造業の輸出総額全体
の何%を占めているかを表したものである。日本、欧州各国ともに、上位輸出企業が輸出総




ば輸出額についての曲線では、横軸が 20 のときに縦軸は 95 程度を示すが、これは輸出額
が上位 20%以内の企業の輸出総額は、全企業の輸出総額の 95%程度を占めることを意味す
る。なお、各企業の輸出額 ( もしくは雇用者数)  が全く同じである場合には、このグラフは






上位輸出企業の輸出総額占有率 ( 欧州・日本、2003 年、製造業全体)  
 
------図 1------ 
上位輸出企業による輸出額・雇用者数の占有率 ( 日本、2005 年)  
 
b.  輸出集中度の低下 
このように上位企業への輸出の集中がみられるとはいえ、日本では上位輸出企業への輸
出総額の集中が近年やや低下しつつある。図 2 は、日本の上位輸出企業の輸出総額占有率
の推移 (1997 年-2005 年)  を示している。図 2 によれば、上位輸出企業への輸出総額の集
中はやや低下してきている。 上位 1、 5、 10%の企業の輸出総額に占める割合がそれぞれ 1~5%
ほど低下している。図 3 は、図 1 で示した輸出額に占める占有率を表すグラフを 1998 年と
2004 年について示したものである ( ただし、 時間による変化がわかりやすいように、 縦軸・
横軸ともに対数目盛りになっている)  が、これによっても上位輸出企業への集中が 1998 年
に比べて 2004 年には若干緩和されているのがわかる。フランスでは 1998 年と 2003 年の










上位輸出企業による輸出額の占有率 ( 対数変換) :1998 年と 2004 年の比較 
 
2.2  輸出依存度 
a.  輸出企業と輸出依存度 
  輸出企業の企業数に占めるシェアは各国で大きく異なる。日本の輸出企業の企業数に占
めるシェアは、イギリスと同程度であるが、他の欧州諸国に比べれば低い。表 2 は、日本
と欧州各国 ( イギリス・ドイツ・フランス・イタリア・ハンガリー・ノルウェー)  の製造業
における輸出額、輸出企業のシェアを示しているが、日本は、輸出企業のシェアが 30.5%
であり、イギリスを除く欧州各国より低い。これには 2 つの理由が考えられる。第 1 に、
欧州各国と比べて日本の国内市場規模が相対的に大きいため、輸出しなくとも多くの売上
を得られるということが考えうる。しかし、この仮説と国内市場規模が比較的大きいドイ










水準である。 表 2 は、輸出企業をそれぞれの売上額のうち輸出額が占める割合 ( これを輸出










b.  輸出企業の増加 




の 1997 年から 2005 年までの推移を示したものである。1997 年から 2005 年に、製造業の







c.  産業別比較 
輸出額や輸出企業のシェア、輸出依存度 ( 売上額に占める輸出額のシェア)  は産業によっ
て大きく異なる ( 表 4)  。日本の製造業全体 (50 人以上の規模の企業)  での輸出企業のシェ
アは 31.7%、輸出依存度の平均は 13.6%である。一般機械、電気機械、輸送機械などの産
業では、輸出総額は約 7～18 兆と大きく、輸出企業の割合は約 36～50%に達し、輸出依存
度の平均も約 14～19%と高い。一方、食品、衣服、出版・印刷などの産業では、輸出総額
は約 100 億～2 兆と小さく、輸出企業の割合は約 7～10%であり、輸出依存度の平均も約 2
～5%と低い。Bernard et al. (2007)  はアメリカの製造業に関しても日本と同様に産業間の
差異が大きいことを指摘している。なお、アメリカの製造業全体 (2002 年)  では、輸出企




日本の製造業に属する企業の輸出 (2005 年)  
 
3  国際化企業の特徴 
3.1  輸出企業プレミア・FDI 企業プレミア 
a.  雇用者数・付加価値・賃金・資本集約度・技能集約度プレミア 
  本節では、輸出や FDI を行っている企業が行っていない企業に比べて高いパフォーマン
スを発揮していることを明らかにしていく。まず、雇用者数・付加価値・賃金・資本集約
度・技能集約度4の各変数に関して、非輸出企業 ( もしくは、非 FDI 企業)  の平均値に対す
る輸出企業 (FDI 企業)  の平均値の比を「プレミア」と定義して、プレミアが 1 を上回るか
否かを確認していく。表 5 は、日本と欧州各国  ( ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、
ハンガリー、ベルギー、ノルウェー)  に関して、輸出企業、FDI 企業のプレミアをまとめた
                                                  
4ここでの技能集約度は「熟練労働者数／未熟練労働者数」によって定義し、熟練労働者数、未
熟練労働者数として、 それぞれ本社機能産業従業者数 ( 非生産労働者数)  、 現業産業従業者数 ( 生














ミアに比べて FDI 企業プレミアの方が大きな値であり、 輸出よりも FDI においてより大き
な規模の企業が多いことが分かる。日本では、輸出企業や FDI 企業において、雇用者数は
それぞれ非輸出企業に比べて 3 倍、非 FDI 企業に比べて 5 倍近い。付加価値はそれぞれ非
輸出企業に比べて 5 倍、非 FDI 企業に比べて 9 倍近い。ただし、雇用者数や付加価値に関
して、欧州各国ほどには輸出企業プレミアと FDI 企業プレミアの間に差があるわけではな
い。例えば、フランスでは雇用者数について輸出企業プレミアが 2.24 であるのに対して、
FDI 企業プレミアは 18.45 である。付加価値については、輸出企業プレミアが 2.68 である




るのに対して、FDI 企業プレミアは 4.79 である。付加価値については、輸出企業プレミア
が 4.79 であるのに対して、FDI 企業プレミアは 8.79 である。 
また、第 2 に、賃金に関しては、欧州各国とほぼ同様に日本でも、輸出企業や FDI 企業
は、 非輸出企業・非 FDI 企業に比べて約 1.2 倍の賃金を支払っている。 この背景としては、
国際化企業において資本集約度や技能集約度が高いことが挙げられる。日本では、資本集
約度に関しては、輸出企業プレミアは 1.29、FDI 企業プレミアは 1.53 である。技能集約度





b.  プレミアの推移 












c.  生産性プレミア 
 表 7 は、日本の輸出企業の生産性プレミアを示している。 「労働者 1 人当たりの付加価値
額」で定義される通常の労働生産性のほかに、 「労働者 1 人当たりの売上高」で定義した労
働生産性  (apparent labor productivity, ALP)  に関するプレミアも計算している。 また全要
素生産性 (total factor productivity, TFP) は、Olley and Pakes (1996) の方法で推定して
いる。 
表 7 からは、ほとんどの産業で輸出企業に生産性プレミアが存在することが分かる。製
造業全体では、輸出企業プレミアは、労働生産性 (ALP) 、通常の労働生産性、TFP のそれ




また、表 8 は、日本の FDI 企業の生産性プレミアを示している。FDI 企業に関しても生
産性プレミアが存在することが分かる。製造業全体では、FDI 企業プレミアは、労働生産
性 (ALP) 、通常の労働生産性、TFP のそれぞれに関して、1.44、1.48、1.31 であった。
このように、FDI 企業も FDI を行っていない非 FDI 企業よりも生産性が高いが、輸出企業






日本の FDI 企業の非 FDI 企業に対する生産性プレミア 
 
d.  生産性の分布 
  さらに、国際化企業は国内でのみ活動している企業に対して生産性が高いことを別の角
度から検討する。表 9 の上段は、4 つのグループ別に企業数シェアや労働生産性 (ALP) と
全要素生産性の平均値を示している。 4 つのグループとは、 輸出も FDI も行っていない 「非
国際化企業」 、輸出を行っているが FDI を行っていない「輸出企業」 、FDI を行っているが 
 
11
輸出を行っていない「FDI 企業」 、輸出と FDI の両方を行っている「輸出・FDI 企業」で
ある。表 9 の下段は、4 つのグループの労働生産性 (ALP) と全要素生産性の平均値と分布
が有意に異なるか否かを、それぞれ t 検定、Kolmogorov Smirnov 検定によって確認してい
る。表には、平均あるいは分布の差がないという帰無仮説のもとで検定を行った際の P 値
を表示している。表 9 からは、非国際化企業、輸出企業あるいは FDI 企業、輸出・FDI 企
業の順に生産性が高いことが分かる。また、生産性の平均と分布は、有意に異なることを
検定の結果は示している。ただし、労働生産性に関しては、FDI 企業が輸出企業よりもよ
いが、全要素生産性に関しては輸出企業が FDI 企業よりもよい。 
また、図 4、図 5 は、4 つのグループ別に労働生産性 (ALP) と全要素生産性の確率分布
をそれぞれ描いている。図 4、図 5 からも、非国際化企業、輸出企業あるいは FDI 企業、
輸出・FDI 企業の順に生産性が高いことが分かる。 ただし、 輸出企業と FDI 企業の順位は、










日本の製造業における各国際化モードの生産性 (2005 年) 
 
------図 4------ 
日本の FDI 企業・輸出企業・非国際化企業の労働生産性 (ALP) の分布 
 
------図 5------ 
日本の FDI 企業・輸出企業・非国際化企業の全要素生産性の分布 
 
3.2  輸出と外資企業 
  さらに、輸出企業の特徴としては、外国資本企業 ( 外資企業)  が多いことが指摘できる。
表 10 は、日本と欧州各国 ( イギリス、イタリア、ハンガリー、ベルギー)  の非輸出企業、
輸出企業の外資企業の割合を示している。日本に関して、外資企業の割合は、非輸出企業
の間では 0.7%だが、 輸出企業の間では 3.9%に及ぶ。 輸出企業の間で外資企業の割合が高い
理由として、外資企業の生産性の高いことを挙げることができる。Kimura and Kiyota 
(2007)  によれば、外資企業は非外資企業に比べて生産性が高い。ただし、欧州各国に比べ 
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れば、輸出企業に占める外資企業の割合は、日本は非常に低い。Fukao and Murakami 







向にある。図 6 は、外資比率が 10%以上と 50%以上である企業を外資企業と定義した 2 通
りの場合で 1997 年から 2005 年の外資企業の割合の推移を示している。なお、Criscuolo 







3.3  淘汰の結果か学習の結果か 
  非国際化企業に対して、国際化企業の生産性が高く、雇用者数が多いなどパフォーマン
スが高いのはなぜか。それには 2 つの説明が可能である。1 つの説明は、固定費用に見合っ
た収入を輸出や FDI によって得ることは生産性の高い企業にのみ可能であるという、 「自然
淘汰 (self-selection) 仮説」である。もう 1 つの説明は、輸出や FDI によって外国市場に
関する知識を得たり、外国の技術を吸収するなどし、生産性を上昇させるという「経験に
よる学習  (learning by doing)  仮説」 である。 生産性の高い企業が輸出 (FDI) を行うのか、
輸出 (FDI) の結果により生産性が高くなるのかという、この因果関係の問題を巡っては、
Bernard and Jensen (1999)  以来、活発に実証研究がなされている6。自然淘汰仮説は広く
確認されているが、 学習仮説に対する評価は明確ではない。 Mayer and Ottaviano (2007)  も
欧州企業に関して、輸出や FDI の結果、生産性が上昇しているかどうかについては明瞭で
はないと結論付けている。輸出や FDI を開始するのが生産性の高い企業であるか否かにつ
いては、Mayer and Ottaviano (2007) は検証を行っていない。日本企業については、
Kimura and Kiyota (2007)  が、 生産性の高い企業が輸出や FDI を行うことと、 輸出や FDI
の結果、生産性の上昇がもたらされていることの両方を明らかにしている。また、Hijzen, 
Inui, and Todo (2007a)  と乾・戸堂・Hijzen (2008)  は、FDI を含む海外生産委託が生産性
                                                  
5  Ito and Fukao (2005)  によれば、既存統計は、特にサービス部門での対日直接投資を過小評
価している。しかし、Ito and Fukao (2005)  は、より適切なデータを用いてもなお、対日直接
投資がアメリカと比較して低い水準であることを明らかにしている。 
6  Greenaway and Kneller (2007)  が既存研究の結果をまとめている。  
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の成長をもたらすことを示した。 さらに、 Hijzen, Inui, and Todo (2007b)  と 乾・戸 堂・Hijzen 
(2008)  は、FDI が生産性に少なくとも負の影響を及ぼさないことを確認している。これら
の日本の実証研究は、本研究と同じく『企業活動基本調査』の企業レベルデータを用いて
行われている。 
  既存研究を踏まえ、本研究は、日本の企業に関して生産性の高い企業が輸出 (FDI) を開
始するという自然淘汰仮説と輸出 (FDI) によって生産性が上昇するという学習仮説のグ
ラフによる単純な検討を試みる。 もちろん、 仮説の厳密な検討には計量分析が求められる。
図 7 は 2000 年において輸出を行っていなかった企業のうち、2001 年に輸出を開始した企
業と輸出を開始しなかった企業とに分けて、労働生産性の平均の対数値の推移を示してい
る。 輸出を開始する以前の 2000 年において既に輸出開始企業は輸出非開始企業よりも平均
的に労働生産性が高く、その格差は年々拡大していることが確認できる。FDI に関しても
同様の傾向があることが図 8 から分かる。図 9 は、労働生産性について輸出 (FDI) を開始
しなかった企業の値に対する輸出 (FDI) を開始した企業の値の比の推移を示している。最
初の数年間は変動があるものの、年を経るにつれて輸出 (FDI) 開始企業と輸出 (FDI) 非
開始企業の労働生産性の格差が拡大していっていることが確認できる。以上の分析結果は、






FDI 開始企業と FDI 非開始企業の労働生産性 
 
------図 9------ 
輸出 (FDI) 非開始企業に対する輸出 (FDI) 開始企業の労働生産性の比 
 
4  重力モデルによる FDI の推計 
本節では、海外現地法人の売上高の決定要因を標準的な重力モデルを用いて探っていく。
特にここでは、ある国における海外現地法人売上高を、1 社当たりの売上高 (intensive 




4.1  分析手法とそのねらい 





it i it it Dist GDP X μ β β β + + + = ln ln ln 2 1 0                    ( 1 )  
 
ただし i は国、t は時点を示し、 it X は海外事業所の総売上高、 it GDP は直接投資受入国の
実質 GDP、 i Dist は国 i からの距離、そして it μ は誤差項である。 
距離やGDPが、 FDIのintensive marginとextensive marginに与える影響も測定する。
Intensive margin は、1 企業あたりの平均売上高に、Extensive margin は、当該国に進出
している親会社の数に注目し、 これらの指標に及ぼす GDP や距離の影響を以下の回帰式で
分析する。 
 
it i x it x x it Dist GDP x ε β β β + + + = ln ln ln 2 1 0          (2) 
it i n it n n it Dist GDP n μ β β β + + + = ln ln ln 2 1 0          (3) 
 
ただし、 it x は国 i における 1 海外事業所あたりの売上高。 it n は国 i に海外事業所を所有す
る企業の数。 したがって定義より、 it it it n x X = であり、 1 1 1 n x β β β + = および 2 2 2 n x β β β + =
が成り立つ。 
 
4.2  海外売上高の要因分解 





------表 11 ------ 
産業別重力モデルの推定結果 
 
結果は、 Mayer and Ottaviano (2007)  が報告しているものと質的に極めて似通っており、










分析結果から指摘されることとして、まず第 1 に、GDP の係数と距離の係数の絶対値は













------表 12 ------ 
産業別重力モデルの推定結果 
 
第 2 に、extensive margin の優位性は距離のケースに限って表れるということである。
他の 2 つの変数、直接投資の相手国の GDP と WTO 加盟国ダミーにおいては extensive 
margin と intensive margin の係数はほとんど同じような大きさになっている。 この傾向は
ヨーロッパのデータを用いて、いずれの変数においても extensive margin がより重要な役







5  生産性の分布と輸出・FDI の境界値 
a.  生産性と輸出・FDI の境界値 
  日本の場合、輸出や FDI を現時点で行っていない企業が、輸出や FDI を開始することは
生産性の面からは難しいことではない。既に図 4、図 5 で見たように、確かに国際化企業は
非国際化企業に比べて生産性が高い。図 10 は、2003 年の製造業の企業全体の全要素生産
性をパレート分布7にあてはめ、図示したものである。分布の形状を決めるパラメータであ





m X kX X f 、 
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るパレートの k は、1.69  である8。2 本の垂線は、左からそれぞれ輸出と FDI の境界値 ( カ
ットオフ)  を示している。輸出と FDI の境界値は、それぞれ輸出企業、FDI 企業の全要素
生産性の最頻値であると同時に下限値である。 輸出の境界値は 1.071、 FDI の境界値は 1.096
であり、その差は小さい。これは、企業にとって FDI と輸出の難しさに大きな違いがない
ことを意味する。同様に、輸出の境界値が 1.071 であるのに対して非国際化企業の全要素
生産性の下限は 1 であり、 非国際化企業にとって輸出はそれほど困難であるとは言い難い9。
Mayer and Ottaviano (2007)  に示されているノルウェーの製造業の場合、非国際化企業の
全要素生産性の下限が 1 であるのに対して、 輸出の境界値は約 1.66、 FDI の境界値は約 1.88
である。ノルウェーの場合と比べても、非国際化企業の全要素生産性の下限と、輸出、FDI
の境界値との差は、 日本の場合小さい。 輸出を行っていない企業が輸出を開始することや、
FDI を行っていない企業が FDI を開始することは、生産性の面からは十分に可能であると





b.  生産性の産業別比較 
産業別に比較すると、生産性が低い企業の割合が高い産業がある。表 13 は、産業別の全
要素生産性に関するパレート分布の k とパレートの k の推定の際の決定係数、参入の境界
値 ( 最頻値)  をまとめている。図 11 は、表 13 を分かりやすくするため、産業別のパレート











                                                                                                                                                  
()
k
m X X X F − =1 ) ( である。 
8  パレートの k が大きいほど、歪度が高くなり、分布が左に集中する。なおパレートの k の推
定方法については、補論 2 で説明する。 
9生産性の著しく低い企業を除いて推定を行うと、k=2.2 が得られる。このとき、輸出と FDI の
境界値の TFP は、それぞれ 1.16 と 1.18 である。非国際化企業と輸出企業の生産性の差は広が













産業別の全要素生産性のパレート分布の k と参入の境界値 
 
 
6 結 論  
  本研究は、企業レベルのデータを用いた統計分析により、日本の国際化企業に関する豊
富な事実を提供している。国際化に成功している企業は、欧米と同様に日本においても、
一部の「幸福なる少数者」  (”the happy few”)  にとどまるといえよう。以下の点において、


















                                                  




（４）輸出企業と FDI 企業のパフォーマンスに大きな差がない。 
（５）国際化企業は、技能集約度を非国際化企業に比べて上昇させている。 
（６）外資企業の割合が低い。 















かもしれない。また、Antràs and Helpman (2004)  を踏まえて、Tomiura (2005; 2007)  や
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<補論１>  統計データの出所・利用と生産性の計測   
a.  データについて 
本稿の 2，3，5 節において利用した輸出額、輸出の有無、直接投資の有無に関するデー
タおよび TFP 算出に際して利用した実質付加価値額、 労働投入、 資本ストックのデータは、
経済産業省『企業活動基本調査』 （1997-2005 年）の企業レベルの個票データと、経済産業
研究所『日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database、以下 JIP と略）
2008』が提供する産業レベルのデータを利用して構築した。 『企業活動基本調査』は、従業
者 50 人以上かつ資本金又は出資金 3,000 万円以上の企業を対象とした調査であり、企業の
財務情報など基本的なデータが所収されている。一方、 『JIP データベース 2008』は産業格




利用しており、 『JIP データベース 2008』については経済産業研究所のウェブサイトに公開
されているデータを利用した（http://www.rieti.go.jp/jp） 。 
 
b.  労働投入 
本研究では『企業活動基本調査』の従業者総数に臨時・日雇い労働者と受入派遣従業者
数を加えたものと定義した。臨時・日雇い労働者のデータは全期間利用可能であるが、受
入派遣従業者数の調査項目については 2000 年以降のみ利用可能である。したがって 1997
年から 1999 年のデータに関しては若干過小評価する可能性がある。ただし受入派遣従業者





c.  実質付加価値額 



















については、 同じく JIP データベースの産業別資本ストックの算出に利用した産業別償却率
を適用している。 
 
e. TFP 算出 
以上の方法によって算出した実質付加価値額、労働投入、資本ストックを利用して、企
業レベルの TFP を推計した。TFP のベンチマークには、 『企業活動基本調査』の 1997 年か
ら 2005 年の製造業企業のデータを利用して、コブ・ダグラス型生産関数を基に推計した労
働と資本の分配率を利用した。本研究では Olley and Pakes (1996) によって提案された方法
に倣い、有形固定資産当期取得額を投資フローとして生産性ショックの代理指標に利用し
て推計を実施した。その結果、労働投入の係数は 0.782、資本ストックの係数は 0.175 とい
う値を得た。なお、補足的に Levinsohn and Petrin (2003)が提案する中間投入物を生産性ショ
ックの代理指標として利用する推計方法を、実質中間投入額や実質仕入高のデータを利用
して試みている。ただし代理指標の選択によって推計結果が大きく変動することから、本
研究では Olley-Pakes の手法による結果を採用して企業レベルの TFP を算出している。 
 
f.  輸出と直接投資の企業データ 









g.  直接投資売上高の重力モデル推計に用いたデータ 
4 節の重力モデルで使用した海外売上高は、経済産業省『海外事業活動基本調査』






ＤＩ企業の海外売上高とする。次に、国 i における企業数であるが、これは、国 i に子会
社を持っている親企業の数で測る。1 企業あたりの平均売上高は国 i における総売上高を国
i で事業活動を行っている親企業の数で割ったものと定義している
12。 
GDP や為替レートなどの国レベルのデータは Penn World Table(PWT6.2)から入手した。






                                                  
11  パネルデータの作成に関するさらに詳しい記述は Kiyota et al. (2008)を参照されたい。 
12  データベースにおける売上高のデータは日本円で表示されているため、 PWT6.2.の物価水
準のデータを用いて国際ドル表示になおす必要がある。PWT における物価水準データ、Ｐ




14http://www.wto.org/english/thewto_e/whatis_e/tif_e/org6_e.htm.を参照されたい。   
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<補論 2>  パレートのk と境界値の導出 
a.  パレートのk の導出 
全要素生産性 (TFP) を X とすると、 X のパレート分布の累積分布関数は、 










⎛ − =1 ) (  
によって表される。(1)式を変形すると、(2)式となる。 










⎛ = − ) ( 1  
次に(2)式の対数をとると、次式に変換される。 
(3)     () ( ) ( ) X k X k X F m ln ln ) ( 1 ln − = −  
ここで全要素生産性  (X )  の値とその累積分布関数の値 ) (X F は既知である。上記の左辺
を X の対数値に最小自乗法で回帰して、次の式が得られたとする。 
(4)     () ( ) e X X F ˆ ln ˆ ˆ ) ( 1 ln + + = − β α  
ここで、 e ˆは残差を示す。 この推定式のβ ˆ を負にした値がパレートのk の一致推定量となる。  
(5)     β ˆ ˆ − = k  
パレート分布の最頻値 ( m X ˆ )  の対数値は、 (4)式の推定で得られたα ˆ をパレートのk の一致
推定量で割ることで得られる。すなわち次式によって示される。 






(5), (6)式で得られたパレートのk ˆ 、最頻値 ( m X ˆ )  を用いて、全要素生産性の各値に対応す
るパレート分布の確率密度を計算することができる。 
 
b.  境界値の導出 
  次に、図 11 において輸出と FDI の境界値を求めた方法は、以下の通りである。まず、
パレート分布の最頻値を 1 に基準化する。その上で、輸出企業と FDI 企業両方、FDI 企





m X を(7), (8)式によって求める。 
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日本 62 85 92
ド イ ツ 5 98 19 0
フランス 44[68] 73[88] 84[94]
イギリス 42 69 80
イタリア 32 59 72
ハンガリー 77 91 96
ベルギー 48 73 84
















5% 10% 90% 5% 10% 50% 90%
輸出国 企業数 輸出企業のシェア
日本 12,660 41.55 30.5 16.2 11.4 1.7 0.2 98.0 94.8 47.2 2.6
ドイツ 48,325 63.85 59.3 46.9 40.3 11.9 1.0 99.5 98.5 73.6 6.0
フランス 23,691 22.44 67.3 41.2 33.0 9.0 1.4 93.6 95.1 49.2 9.7
イギリス 14,976 9.34 28.3 22.5 19.3 8.1 1.5 97.6 93.4 65.7 19.0
イタリア 4,159 7.66 74.4 64.9 57.4 25.6 2.9 99.7 98.5 69.1 7.5
ハンガリー 6404 3.92 47.5 38.4 34.7 22.2 11.0 99.9 99.6 92.0 69.1
















製造業輸出総額 5% 50% 90% 5% 10% 40% 50% 60% 90%
年 企業数 (単位：1兆円) 輸出企業の割合
1997 14,104 33.99 24.9 11.5 7.8 1.0 0.2 97.3 93.3 54.5 29.3 12.0 1.3
1998 14,075 34.72 25.2 12.0 8.3 1.1 0.1 97.6 94.4 59.8 40.3 20.1 1.4
1999 13,861 33.22 26.3 12.6 8.9 1.1 0.1 97.5 94.7 56.0 24.4 17.0 2.6
2000 13,486 36.91 27.8 13.7 9.5 1.2 0.1 97.4 94.7 56.6 35.1 15.7 1.0
2001 13,470 35.30 28.8 14.3 10.1 1.4 0.2 97.3 94.5 61.0 49.1 15.7 1.3
2002 13,158 37.63 29.8 15.4 11.1 1.6 0.1 97.7 94.8 62.0 48.1 25.8 0.7
2003 12,660 41.55 30.5 16.2 11.4 1.7 0.2 98.0 94.8 64.5 47.2 26.0 2.6
2004 13,472 40.54 29.5 15.4 11.0 1.6 0.2 97.8 94.6 60.9 47.8 27.0 1.7














製造業全体 13203 479.95 31.7 13.6
食品 1599 0.96 9.3 4.3
繊維 281 0.46 22.4 5.9
衣服 270 0.13 9.3 4.8
製材・木製品 142 0.03 9.2 2.7
家具 153 0.05 11.8 3.6
パルプ・紙 390 0.32 13.1 5.7
出版・印刷 827 1.83 7.0 2.7
皮革・皮革製品 29 0.07 31.0 5.4
ゴム製品 158 6.31 44.9 12.2
化学 930 30.95 52.7 10.4
石油・石炭・プラスチック 759 12.62 31.1 8.4
窯業・土石 494 4.43 22.5 11.1
鉄鋼 408 3.19 20.1 7.4
非鉄金属 318 8.81 39.9 10.0
金属製品 988 2.24 26.8 8.8
一般機械 1610 71.43 49.6 17.3
電気機械 1986 136.01 41.7 18.7
輸送機械 1155 178.56 36.3 14.8
精密機械 380 12.85 61.1 19.1









国 雇用者数 付加価値 賃金 資本集約度 技能集約度
プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア
輸出企業プレミア
日本 3.02[3.76] 5.22[6.06] 1.25[1.10] 1.29[1.00] 1.58[1.30]
ドイツ 2.99[4.39] 1.02[0.06]
フランス 2.24[0.47] 2.68[0.84] 1.09[1.12] 1.49[5.6]
イギリス 1.01[0.92] 1.29[1.53] 1.15[1.39]
イタリア 2.42[2.06] 2.14[1.78] 1.07[1.06] 1.01[0.45] 1.25[1.04]
ハンガリー 5.31[2.95] 13.53[23.75] 1.44[1.63] 0.79[0.35]
ベルギー 9.16[13.42] 14.8[21.12] 1.26[1.15] 1.04[3.09]
ノルウェー 6.11[5.59] 7.95[7.48] 1.08[0.68 1.01[0.23]
FDI企業プレミア
日本 4.79[8.71] 8.79[12.52] 1.26[1.24] 1.53[1.23] 1.52[1.52]
ドイツ 13.19[2.86]
フランス 18.45[7.14] 22.68[6.1] 1.13[0.9] 1.52[0.72]
ベルギー 16.45[6.82] 24.65[11.14] 1.53[1.2] 1.03[0.82]













年 雇用者数 付加価値 賃金 資本集約度 技能集約度 労働生産性 全要素生産性
プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア
1997 3.47[4.10] 4.44[3.25] 1.20[1.00] 1.24[0.82] 1.29[0.92] 1.23[0.89] 1.20[0.84]
1998 3.53[4.23] 4.43[3.53] 1.20[1.03] 1.26[0.80] 1.40[0.86] 1.19[1.34] 1.16[1.24]
1999 3.22[3.34] 4.09[3.29] 1.19[1.00] 1.25[0.81] 1.36[0.86] 1.20[1.38] 1.17[1.14]
2000 3.14[3.59] 4.41[3.95] 1.20[1.04] 1.27[0.86] 1.57[4.17] 1.26[1.04] 1.21[1.01]
2001 3.03[3.50] 4.34[4.57] 1.21[1.03] 1.29[0.91] 1.52[1.14] 1.21[0.96] 1.16[0.94]
2002 3.01[3.41] 4.78[5.16] 1.23[1.16] 1.33[0.89] 1.60[1.67] 1.29[1.36] 1.23[1.30]
2003 3.02[3.76] 5.19[6.06] 1.25[1.10] 1.37[1.03] 1.58[1.30] 1.37[1.59] 1.32[1.76]
2004 2.83[3.49] 4.97[6.15] 1.25[1.07] 1.41[0.95] 1.60[1.15] 1.42[1.42] 1.34[1.50]
2005 2.69[3.21] 4.67[5.52] 1.25[1.07] 1.40[0.92] 1.65[1.32] 1.48[1.38] 1.38[1.47]
FDI企業プレミア
年 雇用者数 付加価値 賃金 資本集約度 技能集約度 労働生産性 全要素生産性
プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア プレミア
1997 5.93[6.65] 8.96[7.92] 1.19[1.05] 1.43[0.89] 1.20[1.07] 1.28[0.98] 1.23[0.92]
1998 5.72[6.69] 8.16[6.58] 1.18[1.07] 1.46[0.94] 1.31[0.97] 1.23[1.30] 1.17[1.18]
1999 5.84[10.43] 8.69[10.16] 1.19[1.04] 1.52[1.05] 1.28[0.94] 1.24[1.36] 1.19[1.10]
2000 5.56[10.20] 8.96[9.66] 1.21[1.20] 1.62[1.15] 1.65[4.78] 1.32[1.21] 1.22[1.13]
2001 5.25[9.10] 8.27[7.38] 1.22[1.17] 1.63[1.13] 1.47[1.57] 1.25[1.07] 1.16[1.00]
2002 5.00[9.74] 8.84[15.45] 1.25[1.33] 1.65[1.08] 1.51[1.59] 1.31[1.35] 1.22[1.17]
2003 4.79[8.71] 8.72[12.42] 1.26[1.24] 1.68[1.35] 1.52[1.52] 1.36[1.23] 1.26[1.06]
2004 4.51[8.52] 8.05[11.00] 1.25[1.20] 1.68[1.12] 1.59[1.85] 1.39[1.31] 1.28[1.31]
2005 4.38[7.69] 7.52[8.80] 1.24[1.17] 1.72[1.17] 1.58[1.48] 1.44[1.29] 1.31[1.47]
出所：経済産業省『企業活動基本調査』より著者らが算出。
注：表の数値は、非輸出(FDI)企業に対する輸出(FDI)企業の比として各変数のプレミアを示す。括弧内の数







製造業全体 1.34[1.29] 1.48[1.38] 1.38[1.47]
食品 1.58[1.12] 1.66[1.18] 1.45[1.28]
繊維 1.53[1.68] 1.35[2.59] 1.24[1.82]
衣服 2.00[1.57] 1.52[1.25] 1.53[1.51]
製材・木製品 1.11[1.11] 1.10[0.38] 1.04[0.53]
家具 1.34[2.00] 1.32[1.65] 1.28[1.75]
パルプ・紙 1.09[0.85] 1.17[1.25] 1.10[1.16]
出版・印刷 1.38[1.43] 1.06[0.93] 1.03[0.98]
皮革・皮革製品 0.98[0.77] 1.20[1.25] 0.98[0.58]
ゴム製品 1.27[0.90] 1.28[0.92] 1.22[1.00]
化学 0.88[0.31] 1.36[0.53] 1.09[0.97]
石油・石炭・プラスチック 1.78[2.37] 1.27[1.58] 1.19[1.34]
窯業・土石 1.20[1.14] 1.34[1.62] 1.24[1.22]
鉄鋼 0.90[0.61] 1.11[1.06] 1.00[0.87]
非鉄金属 1.11[0.70] 1.31[1.10] 1.24[1.00]
金属製品 1.06[0.90] 1.28[0.97] 1.23[1.00]
一般機械 1.26[0.92] 1.21[0.71] 1.15[0.75]
電気機械 1.52[1.38] 1.43[1.24] 1.29[1.26]
輸送機械 1.37[1.06] 1.28[1.25] 1.21[1.21]
精密機械 1.16[1.28] 1.20[0.94] 1.12[0.88]










製造業全体 1.44[1.28] 1.44[1.29] 1.31[1.47]
食品 1.66[1.15] 1.64[1.41] 1.39[1.21]
繊維 1.61[0.94] 1.28[0.71] 1.16[0.85]
衣服 1.53[1.24] 1.31[1.22] 1.20[1.12]
製材・木製品 1.05[0.67] 1.04[0.60] 1.02[0.81]
家具 1.46[1.81] 1.45[1.71] 1.40[1.62]
パルプ・紙 1.34[1.10] 1.22[0.99] 1.06[0.71]
出版・印刷 1.73[2.28] 1.25[1.37] 1.10[0.92]
皮革・皮革製品 1.61[1.75] 1.37[1.87] 1.04[0.76]
ゴム製品 1.48[1.19] 1.29[0.97] 1.32[1.13]
化学 1.00[0.35] 1.27[0.64] 1.05[0.94]
石油・石炭・プラスチック 1.42[1.47] 1.18[1.59] 1.10[1.27]
窯業・土石 1.24[0.99] 1.29[0.94] 1.22[0.75]
鉄鋼 0.99[0.65] 1.27[1.55] 1.13[1.24]
非鉄金属 1.22[0.81] 1.19[1.11] 1.08[0.81]
金属製品 1.22[1.04] 1.29[1.11] 1.24[1.27]
一般機械 1.39[1.10] 1.25[0.85] 1.17[0.81]
電気機械 1.60[1.45] 1.44[1.18] 1.30[1.35]
輸送機械 1.44[1.12] 1.32[1.25] 1.19[1.14]
精密機械 1.39[1.79] 1.29[1.36] 1.19[1.18]











非国際化企業 輸出企業 FDI企業 輸出・FDI企業 全企業
企業数 8226 1872 791 2314 13203
企業数シェア 62.30 14.18 5.99 17.53 100.00
労働生産性 (ALP) の対数値 平均 3.17 3.41 3.52 3.63 3.30
標準偏差 (0.71) (0.63) (0.73) (0.65) (0.71)
全要素生産性 (TFP) の対数値 平均 1.97 2.23 2.11 2.31 2.08
標準偏差 (0.59) (0.63) (0.67) (0.65) (0.63)
非国際化企業  輸出企業 FDI企業 輸出企業          
vs. 輸出企業 vs. FDI企業 vs. 輸出・FDI企業 vs. 輸出・FDI企業
労働生産性 (ALP) の対数値 P値 (t検定) 0.00 0.00 0.00 0.00          
P値 (KS検定) 0.00 0.00 0.00 0.00          
全要素生産性 (TFP) の対数値 P値 (t検定) 0.00 1.00 0.00 0.00          


































GDP 1.11 0.51 0.6 1.12 0.51 0.6
[0.06]*** [0.03]*** [0.04]*** [0.06]*** [0.03]*** [0.04]***
距離 -1.5 -0.24 -1.26 -1.6 -0.27 -1.33
[0.17]*** [0.09]** [0.11]*** [0.17]*** [0.10]*** [0.11]***
WTO 0.71 0.21 0.5
[0.30]** [0.17] [0.20]**
N 619 619 619 619 619 619
R
2 0.49 0.31 0.48 0.5 0.32 0.49
モデル ＩＩ モデル I
 
Note 
1.カッコ内は Standard Error 
2. ***、**、*は、それぞれ、1%、5%、10%水準で統計的に有意であることを示す。  
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GDP 0.69 0.17 0.52 0.73 0.39 0.35 0.71 0.42 0.28 0.97 0.32 0.65 0.27 0.06 0.21
[0.09]*** [0.07]*** [0.05]*** [0.06]*** [0.04]*** [0.03]*** [0.12]*** [0.11]*** [0.03]*** [0.08]*** [0.06]*** [0.04]*** [0.15]* [0.14] [0.04]***
距離 -1.2 -0.49 -0.71 -1.58 -0.69 -0.9 0.63 0.59 0.04 -1.34 -0.15 -1.19 -0.09 -0.23 0.14
[0.16]*** [0.12]*** [0.09]*** [0.14]*** [0.09]*** [0.08]*** [0.33]* [0.31]* [0.10] [0.17]*** [0.13] [0.09]*** [0.27] [0.25] [0.08]*
WTO 0.54 0.57 -0.03 0.13 0.79 -0.66 0.71 0.78 -0.07 -0.07 -0.45 0.38 1.41 1.68 -0.27
[0.40] [0.29]* [0.22] [0.36] [0.23]*** [0.19]*** [0.59] [0.55] [0.17] [0.36] [0.26]* [0.19]** [0.61]** [0.58]*** [0.18]
N 250 250 250 348 348 348 133 133 133 358 358 358 107 107 107
R


























GDP 0.48 0.21 0.28 0.63 0.23 0.4 0.43 0.09 0.35 1.36 0.58 0.78 0.98 0.43 0.55
[0.13]*** [0.10]** [0.05]*** [0.09]*** [0.06]*** [0.05]*** [0.08]*** [0.05]* [0.05]*** [0.08]*** [0.05]*** [0.05]*** [0.08]*** [0.06]*** [0.04]***
距離 -0.89 -0.17 -0.71 -1.11 -0.06 -1.05 -1.48 -0.39 -1.09 -1.85 -0.64 -1.21 -2.36 -0.8 -1.57
[0.26]*** [0.20] [0.10]*** [0.17]*** [0.12] [0.09]*** [0.15]*** [0.09]*** [0.09]*** [0.16]*** [0.10]*** [0.09]*** [0.19]*** [0.12]*** [0.09]***
WTO -0.21 0.08 -0.28 0.31 -0.35 0.66 0.6 0.48 0.12 1.94 1.12 0.82 1.83 0.74 1.09
[0.57] [0.44] [0.22] [0.32] [0.22] [0.17]*** [0.35]* [0.22]** [0.22] [0.37]*** [0.23]*** [0.20]*** [0.36]*** [0.24]*** [0.18]***
N 194 194 194 256 256 256 202 202 202 320 320 320 415 415 415
R
















GDP 1.33 0.61 0.72 1.05 0.51 0.55 0.68 0.42 0.26
[0.08]*** [0.06]*** [0.03]*** [0.10]*** [0.07]*** [0.04]*** [0.06]*** [0.05]*** [0.05]***
距離 -0.56 0.27 -0.83 -1.71 -0.84 -0.87 -0.81 -0.05 -0.77
[0.16]*** [0.13]** [0.07]*** [0.18]*** [0.14]*** [0.08]*** [0.16]*** [0.12] [0.12]***
WTO 0.81 0.54 0.27 0.99 0.85 0.14 0.25 0.24 0.01
[0.35]** [0.28]** [0.15]* [0.42]** [0.31]*** [0.18] [0.33] [0.25] [0.26]
N 426 426 426 256 256 256 339 339 339
R




電気機械 一般機械 金属製品 一次金属 窯業・土石
その他製造業 精密機械 輸送機械






製造業全体 1.80 0.84 3.76
食品 1.90 0.84 3.34
繊維 1.86 0.73 2.98
衣服 2.05 0.87 2.62
製材・木製品 2.02 0.76 3.05
家具 1.81 0.74 2.94
パルプ・紙 2.20 0.85 3.90
出版・印刷 1.82 0.86 4.17
皮革・皮革製品 2.30 0.94 3.78
ゴム製品 2.19 0.85 3.83
化学 1.90 0.87 5.32
石油・石炭・プラスチック 2.12 0.83 3.91
窯業・土石 2.16 0.81 4.08
鉄鋼 1.87 0.72 3.88
非鉄金属 2.23 0.82 4.02
金属製品 1.90 0.70 3.40
一般機械 1.88 0.79 3.96
電気機械 1.47 0.85 3.89
輸送機械 2.03 0.76 4.01
精密機械 1.94 0.80 3.67





産業 パレートのk 決定係数 境界値
 
 
 